
介護離職ゼロ５０万人受け皿整備と老朽化した特養等の広域型施設の大規模修繕を同時に進めるため、介護施

設等の整備（創設）を行う際にあわせて行う、定員３０名以上の広域型施設の大規模修繕・耐震化について補

助する。

介護施設等の整備にあわせて行う広域型施設の大規模修繕・耐震化整備（新規）

 介護施設等の整備（創設）と広域型施設の大規模修繕等に係る１年から４年程度を期間とする整備計画を

定めること。

 令和５年度までの実施。

（整備（創設）を行う介護施設等）

 特別養護老人ホーム

 介護老人保健施設

 介護医療院

 特定施設入居者生活介護の指定を受けるケアハウス

 認知症高齢者グループホーム

 小規模多機能型居宅介護

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

 看護小規模多機能型居宅介護

 特定施設入居者生活介護の指定を受ける介護付き
ホーム

※ いずれも定員規模及び助成を受けているかは問わない。

（大規模修繕・耐震化を行う広域型施設）

 特別養護老人ホーム

 介護老人保健施設

 介護医療院

 ケアハウス

（最大補助単価）

１定員あたり

１１２.８万円

（補助要件）
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現行支援対象施設

特定施設入居者生活介護の指定を

受ける介護付きホーム

※ 施設整備費については、小規模（定員
２９名以下）の施設に限る。

※ 養護老人ホーム、ケアハウスは現行も支
援対象。

高齢者向け住まいが都市部を中心に多様な介護ニーズの受け皿となっている状況を踏まえ、「介護離職ゼロ」に向け

て、介護サービス基盤として介護付きホーム（特定施設入居者生活介護）も含めて、その整備促進していくことが適

当であることから、特定施設入居者生活介護の指定を受ける介護付きホームも補助対象に追加する。

介護付きホームの整備促進（拡充）

 開設準備経費については、全国的に施設整備のネックとなっている人材確保の観点から、全国で実施。

 施設整備費及び定期借地権設定のための一時金支援は、介護需要の増加が顕著である北海道、茨城県、埼

玉県、千葉県、東京都、神奈川県、静岡県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県に限定して実施。
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（拡充後の補助対象施設） （最大補助単価）

 施設整備費

１定員あたり ４４８万円

 開設準備経費

１定員あたり ８３.９万円

 定期借地権設定のための一時金支援

路線価額の１／４

（補助要件）



居住環境の質を向上させるために行う多床室のプライバシー保護のための改修について、これまでの特別養護老人

ホームに加えて、併設されるショートステイ用居室を補助対象に追加する。

特養併設のショートステイ多床室のプライバシー保護改修支援（拡充）

 改修は、各床間に間仕切りや壁等を設置し、他の入所者からの視線が遮断されることを前提とする。建具による

仕切りは認めるが、家具やカーテンによる仕切りは認められない。また、天井から隙間が空いていることは認めるも

のとする。 10

（補助要件）

（拡大後の補助対象施設）（現行の補助対象施設）

●特別養護老人ホーム ●特別養護老人ホーム
及び併設されるショートステイ用居室

カーテン等で仕切られているタイプ。個人の領域は明示
されるが、他者の視線や音などのコントロールはできない。

天井まで達しない壁で仕切られているタイプ。

（最大補助単価）

１定員あたり

７３.４万円



介護現場の生産性向上を推進するため、介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行うロボット・センサー、ICTの

導入を補助対象に追加する。

施設の大規模修繕の際にあわせて行うロボット・センサー、ICTの導入支援（拡充）

 「大規模修繕時」の補助単価は、 「施設開設時」等と異なり、ロボット・センサー、ICT以外の設備整備や、職員
訓練期間中の雇上げ、職員募集経費や開設のための普及啓発経費等はかからないことを踏まえ、１／２とする。

 これに併せて、補助対象経費は、タブレット端末・スマートフォン等ハードウェア、ソフトウェア、クラウドサービス、保
守・サポート費、導入設定、導入研修、セキュリティ対策などに限る。

 令和５年度までの実施。 9

（補助要件）

 開設時

 増床時

 再開設時（改築時）

 「大規模修繕時」

（現行の開設準備経費の
補助対象時点）

（拡大後の開設準備経費の
補助対象時点） ＜見守りセンサーの例＞

＜介護業務支援の例＞

 開設時

 増床時

 再開設時（改築時）

（開設時等の開設準備経費の
最大補助単価）

特養、老健、認知症GH、介護付きホー

ムの例：１定員あたり ８３.９万円

（大規模修繕時の開設準備経費の
最大補助単価）

特養、老健、認知症GH、介護付き

ホームの例：１定員あたり ４２万円


